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証券コード　3420
平成29年６月８日

株 主 各 位
大阪市北区西天満３丁目２番17号

代表取締役社長 髙 田 俊 太
第53回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第53回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、平成29年６月22日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご送付いただきたくお願
い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月23日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区西天満３丁目５番23号

ホテルイルグランデ梅田　１階「グレース」
（末尾「株主総会会場ご案内図」ご参照）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第53期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告の内容、

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

２．第53期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類の内容報
告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

剰余金の処分の件
定款一部変更の件

第３号議案 取締役10名選任の件
第４号議案 監査役３名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

－ 1 －

表紙



2017/06/07 10:46:05 / 16268774_株式会社ケー・エフ・シー_招集通知（Ｃ）

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の記載事項を修正する必要が生じた場合
は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kfc-net.co.jp/）に掲載
いたしますのでご了承ください。

◎本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び定款第15条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kfc-net.co.jp/）に掲載して
おります。
① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項」及び「業務の適正を確保

するための体制の運用状況の概要」
② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

　なお、これらの事項は、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査
した事業報告、連結計算書類及び計算書類に含まれております。
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添付書類

事　　業　　報　　告
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善傾向がみられるな
ど、緩やかな景気回復基調で推移いたしました。しかし、英国の欧州連合離脱に向けた
動きやアジア新興国における経済成長の鈍化、各国の金融政策の影響などによる海外経
済の不確実な動きを背景に、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。
　当社グループの関連する建設業界におきましては、企業収益の改善から民間設備投資
は緩やかな増加傾向にあるとともに、公共投資は底堅く推移しているものの、建設材料
費の上昇によるコスト増加や、業界における慢性的な人手不足など、リスクの内在する
事業環境が続いております。
　このような状況のもと当社グループは、前期に引き続き顧客ニーズを捉えた技術提案
型営業を鋭意推進するとともに、いち早く営業情報を共有化するために各事業部門間の
連携を強化し、商品の拡販と受注の獲得に努めてまいりました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は、234億97百万円（前期比6.2％減）で、その
内訳は、商品売上高が110億70百万円（前期比4.7％減）、完成工事高は124億27百万
円（前期比7.6％減）となりました。
　収益面につきましては、採算性を重視した選別受注と資材コストの圧縮及び工事原価
の見直しによる原価の圧縮を徹底した結果、売上総利益率は1.8ポイント上昇し、連結経
常利益は27億75百万円（前期比0.2％減）となり、親会社株主に帰属する当期純利益は
18億69百万円（前期比25.2％増）と前期に引き続き、過去最高益を更新いたしました。
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　次に部門別の売上高は以下のとおりであります。

〔ファスナー事業部門〕
　耐震関連の商品・工事及び「せん断補強RMA工法」関連の売上は堅調に推移いたしま
したが、「あと施工アンカー」をはじめとする建設資材販売は前期より減少し、売上高
は78億37百万円（前期比6.6％減）となりました。

〔土木資材事業部門〕
　西日本地区において「トンネル補助工法」関連の売上が好調に推移したものの、東日
本地区におけるトンネル工事の進捗状況が前期と比べて落ち込んだことから、売上高は
82億11百万円（前期比5.1％減）となりました。

〔建設事業部門〕
　当社の得意とするトンネル設備工事やリニューアル工事の分野において堅調な受注を
獲得するとともに、子会社（アールシーアイ株式会社）の「一面耐震補強工事」も好調
に推移いたしましたが、大型元請物件の着工時期の遅れによる影響などから、売上高は
74億48百万円（前期比7.2％減）となりました。

⑵　設備投資及び資金調達の状況
　当連結会計年度中に当社グループが実施いたしました設備投資総額は、1億15百万円
となりました。その主なものは、機械装置及び運搬具の増加によるものであります。ま
た、資金調達につきましては、金融機関からの経常的な借入れにより調達いたしました。
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⑶　財産及び損益の状況の推移

期　　別 第　50　期
平成26年3月期

第　51　期
平成27年3月期

第　52　期
平成28年3月期

第　53　期
平成29年3月期

売 上 高(千円) 19,332,886 25,213,619 25,062,376 23,497,760
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益(千円) 319,941 1,227,872 1,493,638 1,869,780

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 43円41銭 166円60銭 202円91銭 254円05銭

総 資 産(千円) 17,766,674 20,813,548 20,221,579 20,669,136

純 資 産(千円) 6,894,249 8,556,356 9,779,734 11,554,564

１ 株 当 た り 純 資 産 額 935円44銭 1,160円97銭 1,328円81銭 1,569円96銭

（注）「１株当たり当期純利益」は期中平均発行済株式数に基づき算出しております。
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⑷　対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、政府による景気対策等の効果もあり、国内経済は緩や
かな回復基調で推移するものと見込まれます。一方、建設業界においては、東京オリン
ピック開催に向けた各種インフラ整備や、リニア中央新幹線の着工などの大型プロジェ
クトの追い風を受けて、堅調な受注環境が続くものと考えられます。
　しかしながら、資機材価格の上昇や慢性的な労働力不足は今後も続くものとみられ、
建設コストの上昇による企業収益への影響が懸念される状況が見込まれます。
　このような状況の中、当社グループは、社会資本・インフラ整備の一端を担う企業と
して、高度な社会インフラ整備の実現に向けた取り組みを続けてまいります。
　また、旺盛な新規プロジェクトの一方で、日本国内では高度経済成長時代に集中して
整備してきたインフラの老朽化が進行し、大きな社会問題となっている状況の中で当社
グループは、インフラの長寿命化や安全対策の強化、維持管理費の節減、環境負荷の低
減などの課題に対し、豊富な経験と技術力を結集し、社会の要請に応えてまいります。
　また、今まで培ってきた実績に留まることなく、それを基盤としたオープンイノベー
ションにより老朽化の進む道路やトンネルをはじめとするコンクリート構造物の維持・
補修を目的とした新商品や新工法の開発を推進し、新しい事業分野の創出に取り組み、
常に時代の先端を行く技術開発を推進してまいります。
　更には、既存事業の活性化や固定費の圧縮を継続し、企業競争力、財務体質の強化を
実現することによって、ケー・エフ・シーグループ全体としての企業価値の向上に努め
る所存です。
　株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援、ご鞭撻を賜りますようお願
い申しあげます。
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⑸　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

アールシーアイ株式会社 74,000
千円

100
％

建設工事の設計・施工

⑹　主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
　当社グループは、各種あと施工アンカー類の販売・施工、トンネル支保材・防水シートの販売、
並びに道路、鉄道及び建築物関連各種工事の設計・施工を主事業として行っております。
　部門別の主な営業活動は次のとおりであります。

ファスナー事業部門
①各種「あと施工アンカー」類の販売・施工

②鋼材及び各種金物の製作・販売

③耐震関連資材の販売

④建築物等の耐震関連工事の設計・施工

⑤道路及び鉄道橋脚等の耐震関連工事の設計・施工

⑥ポリニットロープ等止水材及びドリル等電動工具類の販売

土木資材事業部門
①ロックボルト等トンネル用支保材料の販売

②ドライモルタル等ロックボルト用定着剤の販売

③トンネル用防水シート及び附属品並びに溶着機等施工機械の販売

④ウレタン注入剤等トンネル用岩盤固結剤及び注入機等施工機械の販売並びにレンタル

⑤遮水シート、防水シートの輸入販売、設計、施工

建設事業部門
①トンネル内装及び耐火工事及び遮音壁設置工事等の環境工事の設計・施工

②防護柵設置工事及び落下物防止工事等安全施設工事の設計・施工

③トンネル補強工事及びビル外壁補修工事等リフレッシュ工事の設計・施工

④トンネル内照明及び防災等設備工事並びに橋梁部設備関連工事の設計・施工
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⑺　主要な営業所(平成29年３月31日現在）
当　　社

１．本 店 大阪市北区西天満３丁目２番１７号
２．東 京 本 社 東京都港区芝公園２丁目４番１号
３．営 業 拠 点 仙台(仙台市泉区)

横浜（横浜市都筑区）静岡（静岡市駿河区）
名古屋（名古屋市東区）岡山（岡山市北区）
中国（広島市南区）福岡（福岡市博多区）

４．流通センター 大阪流通センター　（大阪府富田林市）
関東流通センター　（埼玉県加須市）

子　会　社
アールシーアイ株式会社

１．本 店 大阪市北区西天満３丁目２番１７号
２．東 京 本 社 東京都港区芝公園２丁目４番１号

⑻　従業員の状況（平成29年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

263　名 ＋3名

②　当社の従業員の状況
区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

男 性 214名 ＋3名 42.6才 15.3年

女 性 38 △1 38.7 15.4

合 計 又 は 平 均 252 ＋2 42.0 15.3

（注）１．出向者２名（男性２名）を含んでおります。
２．参与、顧問、嘱託、臨時雇用者は含んでおりません。
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⑼　主要な借入先（平成29年3月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 726,767千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 291,664千円

株 式 会 社 南 都 銀 行 87,500千円

２．会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 18,970,000株

⑵　発行済株式の総数 7,378,050株

⑶　株主数 979名

⑷　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

髙 田 信 子 784,000 株 10.65 ％

積 水 樹 脂 株 式 会 社 777,000 10.55

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 562,400 7.64

髙 田 俊 太 391,600 5.32

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 325,000 4.41

ケ ー ・ エ フ ・ シ ー 取 引 先 持 株 会 302,400 4.10

デ ン カ 株 式 会 社 200,000 2.71

株 式 会 社 中 外 精 工 186,600 2.53

エ ム エ ス テ ィ 保 険 サ ー ビ ス 株 式 会 社 150,000 2.03

生 田 明 男 132,000 1.79
（注）持株比率は自己株式（18,272株）を控除して算出しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役（平成29年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長(兼)執行役員社長 髙 田 俊 太

取 締 役 副 社 長
( 兼 ) 執 行 役 員 副 社 長 森 田 正 博 営 業 管 掌

専 務 取 締 役(兼)専 務 執 行 役 員 小 野 晶 生 内 部 統 制 委 員 会 委 員 長
管 理 管 掌

常 務 取 締 役(兼)常 務 執 行 役 員 堀 口 康 郎 経 理 部 長
（ 兼 ） 経 営 企 画 室 長

取 締 役 ( 兼 ) 執 行 役 員 羽 馬 　 徹 技 術 部 長

取 締 役 ( 兼 ) 執 行 役 員 森 田 　 実 建 設 事 業 部 長

取 締 役 ( 兼 ) 執 行 役 員 御 庄 俊 式 土 木 資 材 事 業 部 長

取 締 役 ( 兼 ) 執 行 役 員 大 平 康 史 フ ァ ス ナ ー 事 業 部 長

取 締 役 佐 野 　 裕 株 式 会 社 思 文 閣 専 務 取 締 役
株 式 会 社 も し も 社 外 取 締 役

常 勤 監 査 役 米 田 元 彦

監 査 役 五 島 　 洋
弁護士法人飛翔法律事務所代表社員
株 式 会 社 ケ シ オ ン 監 査 役
株式会社レイアパートナーズ監査役

監 査 役 渡 部 靖 彦
ひ び き 監 査 法 人 代 表 社 員
株式会社エムケイシステム監査役
学 校 法 人 立 命 館 監 事

（注）１．取締役 佐野 裕氏は、社外取締役であります。なお、当社は取締役佐野 裕氏を東京証券取引所の定め
に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．監査役 五島 洋及び渡部靖彦の両氏は、社外監査役であります。なお、当社は監査役五島 洋氏及び渡
部靖彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．監査役 五島 洋氏は弁護士の資格を、監査役 渡部靖彦氏は公認会計士の資格をそれぞれ有しており、
企業法務及び財務会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

－ 10 －
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４．取締役を兼務しない執行役員の氏名及び担当業務は、次のとおりであります。
(平成29年６月８日現在）

役 職 氏 名 担 当
執 行 役 員 村 井 良 和 建 設 事 業 部 副 事 業 部 長
執 行 役 員 石 原 　 淳 東 京 土 木 営 業 部 長
執 行 役 員 稲 葉 　 朗 総 務 部 長
執 行 役 員 千 足 裕 一 営 業 企 画 部 長

⑵　当事業年度中の取締役及び監査役の異動等
①就任
　平成28年６月17日開催の第52回定時株主総会において、新たに御庄俊式氏、大平康史氏が取締
役に選任され、就任いたしました。
②取締役の地位・担当変更

氏　名 新　役　職 旧　役　職 変更年月日

堀口　康郎
常務取締役（兼）

常務執行役員経理部長
（兼）経営企画室長

取締役（兼）
執行役員経理部長

（兼）経営企画室長
平成28年４月１日

⑶　取締役及び監査役の報酬等の総額
区 　 　 　 分 人 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役 9名 202百万円

監 査 役 3名 18百万円

合 計 12名 221百万円

（注）上記のうち、社外役員に対する報酬等の総額は、３名13百万円であります。

－ 11 －
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⑷　社外役員等に関する事項
①　社外役員の重要な兼職の状況等

区 分 氏 名 兼 職 先 会 社 名 兼 職 の 内 容 当 社 と の 関 係

社 外 取 締 役 佐 野 　 裕 株 式 会 社 思 文 閣
株 式 会 社 も し も

専 務 取 締 役
社 外 取 締 役

特別な関係はございません
特別な関係はございません

社 外 監 査 役 五 島 　 洋
弁 護 士 法 人 飛 翔 法 律 事 務 所
株 式 会 社 ケ シ オ ン
株式会社レイアパートナーズ

代 表 社 員
監 査 役
監 査 役

特別な関係はございません
特別な関係はございません
特別な関係はございません

社 外 監 査 役 渡 部 靖 彦
ひ び き 監 査 法 人
株 式 会 社 エ ム ケ イ シ ス テ ム
学 校 法 人 立 命 館

代 表 社 員
監 査 役
監 事

特別な関係はございません
特別な関係はございません
特別な関係はございません

②　社外役員の主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 取 締 役 佐 野 　 裕

当事業年度に開催された取締役会11回のうち11回に出席いたしました。必
要に応じ、主に経営コンサルタントとして企業経営の専門的見地から意見を
述べ、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を
行っております。

社 外 監 査 役 五 島 　 洋

当事業年度に開催された取締役会11回のうち11回、監査役会12回のうち12
回に出席いたしました。必要に応じ、主に弁護士として企業法務の専門的見
地から意見を述べ、取締役会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確
保するための助言・提言を行っております。

社 外 監 査 役 渡 部 靖 彦

当事業年度に開催された取締役会11回のうち11回、監査役会12回のうち11
回に出席いたしました。必要に応じ、主に公認会計士として財務会計の専門
的見地から意見を述べ、取締役会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための助言・提言を行っております。

③　責任限定契約に関する事項
　当社は、平成18年６月23日開催の第42回定時株主総会で定款を変更し、社外取締役及び社
外監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。
　当該定款規定に基づき当社が社外取締役及び社外監査役の全員と締結した責任限定契約の内
容の概要は次のとおりであります。
　当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役 佐野 裕氏、社外監査役 五島 洋氏
及び社外監査役 渡部靖彦氏との間に、同法第423条第１項の行為による損害賠償責任を限定す
る契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額であり
ます。

－ 12 －
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５．会計監査人に関する事項
⑴　会計監査人の名称
　太陽有限責任監査法人

⑵　会計監査人の報酬等の額
区 分 支 払 額

①　当社が支払うべき報酬等の合計額 25百万円

②　当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 25百万円

（注１）当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、上記①の金
額はこれらの合計額を記載しております。

（注２）当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監
査項目別監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査
時間及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会計法第399条第１項の同意を行
っております。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任の議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査
役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告
いたします。

－ 13 －
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連　結　貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
完 成 工 事 未 収 入 金
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
商 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

13,800,437
2,877,937
1,868,274
1,512,056
1,735,276
2,283,974

901,262
198,726

1,664,355
80,496

681,189
△3,113

6,861,805
4,765,528
1,295,184

158,542
48,748

3,211,906
50,048
1,098
28,614
15,161

962
12,490

2,067,662
1,718,046

137,526
242,768

△30,679
6,893
6,893

流 動 負 債 8,040,503
支 払 手 形 2,283,761
電 子 記 録 債 務 1,065,620
買 掛 金 1,107,641
工 事 未 払 金 821,809
短 期 借 入 金 100,000
１年以内に返済予定の長期借入金 780,432
１年以内に償還予定の社債 286,500
リ ー ス 債 務 26,779
未 払 法 人 税 等 538,607
未成工事受入金及び前受金 307,875
賞 与 引 当 金 129,564
そ の 他 591,911
固 定 負 債 1,074,068

社 債 164,750
長 期 借 入 金 522,499
リ ー ス 債 務 27,597
繰 延 税 金 負 債 301,935
資 産 除 去 債 務 42,945
そ の 他 14,340
負 債 合 計 9,114,571
純 資 産 の 部

株 主 資 本 10,929,271
資 本 金 565,295
資 本 剰 余 金 376,857
利 益 剰 余 金 10,012,144
自 己 株 式 △25,024

その他の包括利益累計額 625,293
その他有価証券評価差額金 593,104
退職給付に係る調整累計額 32,188
純 資 産 合 計 11,554,564

資 産 合 計 20,669,136 負 債 純 資 産 合 計 20,669,136

－ 14 －

連結貸借対照表



事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/06/07 10:46:05 / 16268774_株式会社ケー・エフ・シー_招集通知（Ｃ）

連　結　損　益　計　算　書
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科        目 金        額

売 上 高
商 品 売 上 高 11,070,333
完 成 工 事 高 12,427,426 23,497,760

売 上 原 価
商 品 売 上 原 価 7,831,776
完 成 工 事 原 価 8,050,208 15,881,985
売 上 総 利 益

商 品 売 上 総 利 益 3,238,556
完 成 工 事 総 利 益 4,377,218 7,615,775

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,855,260
営 業 利 益 2,760,514
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 33,520
受 取 賃 貸 料 30,699
技 術 提 供 収 入 6,291
そ の 他 4,550 75,062

営 業 外 費 用
支 払 利 息 22,879
そ の 他 37,052 59,932

経 常 利 益 2,775,644
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 925 925
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 534 534
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,776,035
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 874,907
法 人 税 等 調 整 額 31,348 906,255
当 期 純 利 益 1,869,780
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,869,780

－ 15 －
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
完 成 工 事 未 収 入 金
有 価 証 券
商 品
未 成 工 事 支 出 金
前 払 費 用
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
差 入 保 証 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金
繰 延 資 産

社 債 発 行 費

12,773,318
2,373,791
1,643,466
1,449,065
1,676,912
2,144,002

901,262
1,666,449

164,366
71,793

531,442
73,356
80,448

△3,038
6,926,587
4,765,149
1,266,877

28,306
134,362
24,236
48,312

3,211,906
50,048
1,098
28,533
15,081

962
12,490

2,132,904
1,718,046

107,487
45,000

103,295
95,458
94,295

△30,679
6,893
6,893

流 動 負 債 7,689,967
支 払 手 形 1,316,429
電 子 記 録 債 務 1,065,620
買 掛 金 1,713,156
工 事 未 払 金 881,806
短 期 借 入 金 100,000
1年 以 内 に 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 780,432
1年以内に償還予定の社債 286,500
リ ー ス 債 務 26,779
未 払 金 289,530
未 払 費 用 46,805
未 払 法 人 税 等 509,878
未 成 工 事 受 入 金 285,643
賞 与 引 当 金 120,164
そ の 他 267,221
固 定 負 債 1,062,285

社 債 164,750
長 期 借 入 金 522,499
リ ー ス 債 務 27,597
繰 延 税 金 負 債 290,152
資 産 除 去 債 務 42,945
長 期 未 払 金 3,840
そ の 他 10,500
負 債 合 計 8,752,252
純 資 産 の 部

株 主 資 本 10,361,443
資 本 金 565,295
資 本 剰 余 金 376,857
資 本 準 備 金 376,857
利 益 剰 余 金 9,444,315
利 益 準 備 金 141,323
そ の 他 利 益 剰 余 金 9,302,992

別 途 積 立 金 4,223,000
繰 越 利 益 剰 余 金 5,079,992

自 己 株 式 △25,024
評 価 ・ 換 算 差 額 等 593,104

その他有価証券評価差額金 593,104
純 資 産 合 計 10,954,547

資 産 合 計 19,706,800 負 債 純 資 産 合 計 19,706,800

－ 16 －
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損　益　計　算　書
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科         目 金          額

売 上 高
商 品 売 上 高 10,829,684
完 成 工 事 高 11,453,177 22,282,861

売 上 原 価
商 品 売 上 原 価 7,664,506
完 成 工 事 原 価 7,425,900 15,090,407
売 上 総 利 益

商 品 売 上 総 利 益 3,165,177
完 成 工 事 総 利 益 4,027,276 7,192,454

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,634,209
営 業 利 益 2,558,244
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 33,520
受 取 賃 貸 料 36,939
技 術 提 供 収 入 2,520
そ の 他 19,659 92,640

営 業 外 費 用
支 払 利 息 22,879
そ の 他 37,052 59,932

経 常 利 益 2,590,952
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 925 925
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 534 534
税 引 前 当 期 純 利 益 2,591,344
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 809,094
法 人 税 等 調 整 額 28,123 837,218
当 期 純 利 益 1,754,126

－ 17 －

損益計算書



2017/06/07 10:46:05 / 16268774_株式会社ケー・エフ・シー_招集通知（Ｃ）

連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年５月15日
株式会社ケー・エフ・シー

取締役会　御中
太陽有限責任監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 高 木 　 勇 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮 内 　 威 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ケー・エフ・シーの平成28年４月１日か
ら平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社ケー・エフ・シー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 18 －

連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
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会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年５月15日
株式会社ケー・エフ・シー

取締役会　御中
太陽有限責任監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 高 木 　 勇 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮 内 　 威 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ケー・エフ・シーの平成28年４月
１日から平成29年３月31日までの第53期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 19 －

会計監査人の会計監査報告
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第53期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

 

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

 

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
して、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。

 

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人より「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

－ 20 －

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

 

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

 

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

 

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人　太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人　太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月15日
株式会社ケー・エフ・シー　監査役会

常勤監査役 米 田 元 彦 ㊞
監 査 役 五 島 　 洋 ㊞
監 査 役 渡 部 靖 彦 ㊞

 

（注）監査役 五島 洋及び監査役 渡部靖彦は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役
であります。

以　上

－ 21 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

　期末配当につきましては、業績、今後の見通しを勘案するとともに、企業体質の強化と将来
の事業展開のための内部留保にも配慮し行うこととしております。
　当事業年度の期末配当は、普通配当を前期比10円増配し１株につき40円とさせていただき
たく存じます。

期末配当に関する事項
⑴　配当財産の種類

　金銭といたします。
⑵　株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額
　　当社普通株式１株につき金　40円　配当総額　294,391,120円
⑶　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成29年６月26日

－ 22 －

剰余金処分議案



事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/06/07 10:46:05 / 16268774_株式会社ケー・エフ・シー_招集通知（Ｃ）

第２号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月１日に施行され、
これにより新たに業務執行取締役等でない取締役及び社外監査役でない監査役との間でも責任
限定契約を締結することが認められたことに伴い、責任限定契約の対象を拡大するべく、定款
第27条（取締役の責任免除）及び第35条（監査役の責任免除）の一部を変更するものであり
ます。現行定款第27条に係る定款変更につきましては、各監査役の同意を得ております。

－ 23 －

定款一部変更の件



2017/06/07 10:46:05 / 16268774_株式会社ケー・エフ・シー_招集通知（Ｃ）

２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 案

（取締役の責任免除）
第27条　会社は、会社法第426条第1項の規定によ

り、取締役会の決議をもって、同法第423条第1項
の行為に関する取締役（取締役であった者を含
む。）の損害賠償責任を、法令の限度において免除
することができる。

②　会社は、会社法第427条第1項の規定により、社
外取締役との間に、同法第423条第1項の行為によ
る損害賠償責任を限定する契約を締結することがで
きる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、
法令が規定する額とする。

（監査役の責任免除）
第35条　会社は、会社法第426条第1項の規定によ

り、取締役会の決議をもって、同法第423条第1項
の行為に関する監査役（監査役であった者を含
む。）の損害賠償責任を、法令の限度において免除
することができる。

②　会社は、会社法第427条第1項の規定により、社
外監査役との間に、同法第423条第1項の行為によ
る損害賠償責任を限定する契約を締結することがで
きる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、
法令が規定する額とする。

（取締役の責任免除）
第27条　（現行どおり）

②　会社は、会社法第427条第1項の規定により、取
締役（業務執行取締役等である者を除く。）との間
に、同法第423条第1項の行為による損害賠償責任
を限定する契約を締結することができる。ただし、
当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する
額とする。

（監査役の責任免除）
第35条　（現行どおり）

②　会社は、会社法第427条第1項の規定により、監
査役との間に、同法第423条第1項の行為による損
害賠償責任を限定する契約を締結することができ
る。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法
令が規定する額とする。

－ 24 －

定款一部変更の件
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第３号議案　取締役10名選任の件
　取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営
体制の一層の強化を図るため、社外取締役１名を増員することとし、取締役10名の選任をお願
いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１
たか
髙

だ
田

しゅん
俊

た
太

（昭和43年 2 月10日生）

平成 ４年 ８月 当社入社

391,600株

平成16年 ４月 当社営業統括部東京支店
建設部副部長

平成17年 ４月 当社営業推進部長
平成17年 ６月 当社取締役兼執行役員

営業推進部長
平成19年 ４月 当社取締役兼執行役員

営業企画推進部長
平成23年 ６月 当社代表取締役副社長

兼執行役員副社長
営業企画推進部長

平成24年 ４月 当社代表取締役社長
兼執行役員社長

（現在に至る）

－ 25 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

２
もり
森

た
田

まさ
正

ひろ
博

（昭和23年 4 月23日生）

昭和46年 ４月 当社入社

69,600株

平成10年 ３月 当社取締役名古屋支店長
平成15年 ６月 当社常務取締役兼常務執行役員

営業統括部名古屋支店長
平成16年 ４月 当社常務取締役兼常務執行役員

営業統括部大阪支店長
平成18年 ４月 当社常務取締役兼常務執行役員

土木資材事業部長
平成20年 ４月 当社常務取締役兼常務執行役員

営業部門（統括）担当兼土木資材事業部長
平成20年 ６月 当社専務取締役兼専務執行役員

営業部門（統括）担当
平成24年 ４月 当社取締役副社長兼執行役員副社長

営業管掌兼営業企画推進部長
平成26年 ４月 当社取締役副社長兼執行役員副社長

営業管掌
（現在に至る）

－ 26 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

３
お
小

の
野

あき
晶

お
生

（昭和24年 9 月 7 日生）

昭和48年 ３月 当社入社

30,000株

平成15年 ４月 当社執行役員ＩＳＯ推進室長
平成17年 ６月 当社取締役兼執行役員

技術部部長
平成19年 ４月 当社取締役兼執行役員総務部長

兼ＩＳＯ品質管理責任者
平成20年 ６月 当社常務取締役兼常務執行役員

総務部長兼ＩＳＯ品質管理責任者
平成22年 ４月 当社取締役兼執行役員

ＩＳＯ品質管理責任者
平成22年 ６月 アールシーアイ・セキジュ株式会社

（現アールシーアイ株式会社）
専務取締役

平成24年 ４月 同社取締役
平成24年 ４月 当社総務部長
平成24年 ６月 当社専務取締役兼専務執行役員総務部長
平成25年 ４月 当社専務取締役兼専務執行役員

内部統制委員会委員長
管理管掌

（現在に至る）

－ 27 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

４
ほり
堀

ぐち
口

やす
康

ろう
郎

（昭和37年10月24日生）

昭和62年 ４月 当社入社

11,500株

平成15年 ４月 当社管理統括部経理部長
平成20年 ４月 当社執行役員経理部長
平成23年11月 当社執行役員管理統括部

副統括部長兼経理部長
平成24年 ４月 当社執行役員経理部長
平成24年 ６月 当社取締役兼執行役員経理部長
平成25年 ４月 当社取締役兼執行役員

経理部長兼経営企画室長
平成28年 ４月 当社常務取締役兼常務執行役員

経理部長兼経営企画室長
平成29年 ４月 当社常務取締役兼常務執行役員経理・

財務担当
経営企画室長

（現在に至る）

５
は
羽

ば
馬

 
　

とおる
徹

（昭和33年 1 月11日生）

昭和55年 ３月 当社入社

10,400株

平成14年 ４月 当社技術部副部長
平成19年 ４月 当社技術部長
平成20年 ４月 当社執行役員技術部長
平成23年 ６月 当社取締役兼執行役員技術部長

（現在に至る）

－ 28 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

６
もり
森

た
田

 
　

みのる
実

（昭和26年 4 月10日生）

昭和52年 ４月 当社入社

26,300株

平成12年 ７月 当社営業統括部名古屋支店建設部長
平成17年 ４月 当社執行役員名古屋支店建設部長
平成20年 ４月 当社執行役員建設事業部建設営業三部長
平成24年 ４月 当社執行役員建設事業部長
平成25年 ６月 当社取締役兼執行役員建設事業部長

（現在に至る）

７
み
御

しょう
庄

とし
俊

のり
式

（昭和29年 7 月25日生）

昭和53年 ３月 当社入社

20,000株

平成14年 ４月 当社土木営業統括部大阪土木営業部部長
平成19年 ４月 当社執行役員土木営業部長
平成25年 ４月 当社執行役員土木資材事業部

副事業部長兼大阪土木営業部長
平成26年 ４月 当社執行役員土木資材事業部長

兼大阪土木営業部長
平成27年 ４月 当社執行役員土木資材事業部長
平成28年 ６月 当社取締役兼執行役員土木資材事業部長

（現在に至る）

８
おお
大

ひら
平

やす
康

し
史

（昭和39年 8 月30日生）

平成 元年 １月 当社入社

5,000株

平成19年 ４月 当社ファスナー事業部名古屋ファスナー部長
平成24年 ４月 当社ファスナー事業部部長
平成25年 ４月 当社執行役員ファスナー事業部副事業部長
平成26年 ４月 当社執行役員ファスナー事業部長
平成28年 ６月 当社取締役兼執行役員ファスナー事業部長

（現在に至る）

－ 29 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

９
さ
佐

の
野

 
　

ひろし
裕

（昭和25年 3 月 5 日生）

昭和48年 ４月 株式会社 住友銀行

　　　0株

（現 株式会社三井住友銀行）入行
平成10年 ４月 同行 神戸支店長
平成11年 ４月 同行 京都法人第一部長
平成13年 ６月 株式会社ドウシシャ代表取締役専務
平成14年 ４月 同社 代表取締役副社長
平成18年 ４月 佐野裕経営コンサルタント事務所開設（現任）
平成21年 ７月 株式会社思文閣専務取締役（現任）
平成26年 ４月 株式会社もしも社外取締役（現任）
平成27年 ６月 当社取締役

（現在に至る）

※10
なか
中

 
　

ぎり
桐

 
　

ま
万

り
里

こ
子

（昭和49年12 月 2日生）

平成14年 ４月 京都保健衛生専門学校講師

　　　0株

滋賀県済生会看護専門学校講師
平成19年 ４月 親子をつなぐ学びのスペースリレイト代表
平成19年 ９月 聖和大学・聖和大学短期大学部講師
平成20年 ４月 聖和大学専任講師
平成21年 ４月 関西学院大学講師
平成21年11月 京都大学大学院教育学研究科特別研究員
平成23年 ４月 二宮金次郎基金名誉顧問（現任）
平成28年10月 公益社団法人大日本報徳社参事（現任）

掛川商工会議所青年部副会長（現任）
（現在に至る）

　（注）１．※は新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．佐野 裕氏及び中桐万里子氏は社外取締役候補者であります。
４．佐野 裕氏は長年にわたり大手都市銀行に勤務後、上場企業（卸売業）における会社経営者及び経営

コンサルタントとして豊富な経験と幅広い見識を有し、専門的・客観的な見地から適切なアドバイス
を当社の経営に反映していただけるものと判断して、当社の社外取締役候補者といたしました。

５．佐野 裕氏は現在、当社の社外取締役でありますが、その在任期間は本総会終結の時をもって２年と
なります。

－ 30 －

取締役選任議案
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６．当社は佐野 裕氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１
項に定める最低責任限度額としております。なお、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継
続する予定であります。

７．当社は佐野 裕氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており
ます。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

８．中桐万里子氏は長年にわたり大学教育に携わる一方、全国各地で講演会や企業研修の講師をつとめ、
女性の働く環境についての提言と実践を行っており、当社のＣＳＲ活動や女性の就業環境整備などに
ついて、客観的見地から適切なアドバイスを当社の経営に反映していただけるものと判断して、当社
の社外取締役候補者といたしました。なお、同氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関
与した経験はありませんが、上記の理由により社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判
断しております。

９．中桐万里子氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づ
く損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

10．中桐万里子氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認
された場合には、独立役員として指定する予定であります。

11．中桐万里子氏の戸籍上の氏名は、皆藤万里子であります。

－ 31 －

取締役選任議案
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第４号議案　監査役３名選任の件
　監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役３名の選
任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１
よね
米

だ
田

もと
元

ひこ
彦

（昭和22年12月 9日生）

昭和48年 ４月 当社入社

27,900株

平成10年 ４月 当社東京土木営業部長
平成15年 ４月 当社執行役員東京土木営業部長
平成17年 ６月 当社取締役兼執行役員

土木資材事業部副事業部長
兼東京土木営業部長

平成21年 ７月 アールシーアイ・セキジュ株式会社
（現アールシーアイ株式会社）顧問

平成24年 ８月 当社顧問
平成25年 ６月 当社常勤監査役

（現在に至る）

２
ご
五

しま
島

 
　

ひろし
洋

（昭和46年 6月 8日生）

平成10年 ４月 弁護士登録
飛翔法律事務所（現弁護士法人飛翔法
律事務所）代表社員（現任）

0株平成21年 ６月 当社監査役
株式会社ケシオン監査役（現任）
株式会社レイアパートナーズ監査役（現任）

（現在に至る）

－ 32 －

監査役選任議案
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

３
わた
渡

なべ
部

やす
靖

ひこ
彦

（昭和27年 7月25日生）

昭和50年12月 監査法人中央会計事務所大阪事務所入所

0株

昭和57年 ８月 公認会計士登録
平成20年 ７月 監査法人浩陽会計社代表社員
平成23年 ６月 ペガサス監査法人（現ひびき監査法

人）代表社員（現任）
平成
平成

25
27

年
年

６
６

月
月

当社監査役
株式会社エムケイシステム監査役（現任）

平成27年 ７月 学校法人立命館 監事（現任）
（現在に至る）

（注）　１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．五島 洋、渡部靖彦の両氏は社外監査役候補者であります。
３．五島 洋氏を社外監査役候補者とした理由は、企業法務におけるコンプライアンスの分野を専門とす

る弁護士であることから、同氏の有する高い専門的な知見により、社外監査役として経営の監視や適
切な助言その他の職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。また、同氏は、当社社
外監査役としてその職責を適切に果たされておりますので、社外監査役として適任であると判断し、
選任をお願いするものであります。なお、同氏は会社経営に関与された経験はありませんが、上記の
理由により、社外監査役として、その職務を適正に遂行できると判断しております。

４．渡部靖彦氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士として培われた専門的な知識・経験を有
しており、同氏の有する高い専門的な知見により、社外監査役として経営の監視や適切な助言その他
の職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。また、同氏は、当社社外監査役として
その職責を適切に果たされておりますので、社外監査役として適任であると判断し、選任をお願いす
るものであります。なお、同氏は会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社
外監査役として、その職務を適正に遂行できると判断しております。

５．五島 洋、渡部靖彦の両氏は東京証券取引所に独立役員として届け出ております。なお、両氏の再任
が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

６．当社は、五島 洋、渡部靖彦の両氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、両氏の再任が承認された場合に
は、当該契約を継続する予定であります。

７．五島 洋氏の監査役就任期間は、本総会終結の時をもって８年、渡部靖彦氏の監査役就任期間は、本
総会終結の時をもって４年となります。

８．米田元彦氏が監査役に選任された場合、「第２号議案 定款一部変更の件」が原案どおり承認可決さ
れることを条件として、当社は同氏との間で、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、
同法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令が定める額に限定する契約を締結する予定でありま
す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額として
おります。

以 上

－ 33 －

監査役選任議案
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株主総会会場ご案内図

会　場：大阪市北区西天満３丁目５番23号
ホテルイルグランデ梅田　１階「グレース」
ＴＥＬ　（06）6361-7201
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地図


